
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

新潟県（平成21年度）

0

（９）商品テスト強化事業 0 0 0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業 0 0

（８）消費者教育・啓発活性化事業 21,326 17,079 38,405

都道府県 市町村 合計

2,333 20,040

0 0 0

（５）消費生活相談窓口高度化事業

0 0 0

1,748 2,982

336 962

22,373

0 7,961 7,961

1,298

700 19 719（７）食品表示・安全機能強化事業

1,234（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 0 1,267 1,267

消費者行政決算総額 218,530

47

0（10）地方苦情処理委員会活性化事業 0 0

3,388

25,976 52,417 78,393

3,341

合計

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

78,393

36%

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

65,397

153,133



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

管内全体の研修参加・受入（実績）

0 人

0 人日

0 人

0 人日

0 人

0 人日

0 人日

0 人

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

事業実施自治体

柏崎市、聖籠町

県

対象人員数

0

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

0 0

管内市町村 2 837 1,267



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業 0

事業（実績）の概要

相談員、担当課職員の研修参加

相談員が弁護士の助言を受ける機会を設定

相談員増員による電話機増及び相談内容の記録等ができるシステムへの回収、その他備品整備

相談員、担当課職員、消費生活サポーター等を対象とした研修の開催

857

4,000 4,000 700700

0 0

542 207

0

542

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

0

655

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

食品の安全・安心についての講演会の開催

0

大学や高齢者を見守る人達への悪質商法被害防止講座の開催ほか、ＴＶ等の媒体を使っての広報強化17,699

0

857

0 0

336

0

21,326 21,326

0

207

655

0

1,027

0 0

2,333 2,333

0

17,699

0 0

1,027

336

0

3,000 3,000

事業の実績

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

県弁護士会と連携して、市町村に弁護士相談の機会を提供(機会の少ない地域を対象)

47

0

29,054

301 301 47

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

0

29,054合計

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

0

事業者指導、法執行に係る経費

25,976

0 0

00

2,000 2,000

0

0 0

25,976



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

電話設備改修、事務機器等整備

事業強化・機能強化の成果

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

相談員、担当課職員、消費生活サポーター等を対象にした研修の開催

事業名

⑩商品テスト強化事業

⑨消費者教育・啓発活性化事業

相談員、担当課職員の研修参加支援

相談員が弁護士の助言を受ける機会を設定

食品の安全・安心についての講演会開催

担当課職員について研修予算の確保

相談員が定期的(月1回)及び随時、弁護士に助言を受ける機会を設定

新規に食品の安全・安心についての講演会開催

大学や高齢者を見守る立場の人達への悪質商法被害防止講座の開催、ＴＶ等を使っての広報強化

相談員以外の担当課職員、消費生活サポーターも対象とした研修実施

新規に大学を対象とした講座開催、ＴＶ等の広報強化による消費生活ｾﾝﾀｰの認知度向上

電話機７台、録音機能なし　→　電話機８台、録音機能整備

対象経費（実績）

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 調査員の旅費 調査員の旅費確保による円滑な調査実施

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

研修参加・受入要望 研修参加・受入

実地研修受入希望人数

0

人

事業計画

人日

人

法人募集型

0 実地研修受入人数 0

年間研修総日数人日年間研修総日数 人日

人日年間研修総日数

0

0

参加者数 0 人

自治体参加型

参加希望者数 0 人

年間研修総日数 0



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

実施市町村

新潟市、長岡市、上越市、村上市、佐渡市

聖籠町

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新 ）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

0

59

1,689

962

0

1,888

962

59

0

3,641

0

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

0

18,583

4,3204,270

0

3,710

4,392

1,457

3,766

316

4,342

0

316

2,071

3,817

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

1,500

2,596

1,131

0

0

49,676

1,131

0

新潟市、佐渡市

長岡市,上越市,柏崎市,新発田市,小千谷市,加茂市,十日町市,見附市,村上市,
糸魚川市,妙高市,五泉市,阿賀野市,佐渡市,魚沼市,南魚沼市,胎内市,聖籠町,出雲崎町

長岡市

新発田市、小千谷市、十日町市、見附市、南魚沼市

三条市、魚沼市、胎内市

20,972

1,457

0

18,583

0

1,500

長岡市、上越市、新発田市、妙高市、南魚沼市、胎内市、聖籠町

柏崎市、聖籠町

3,845 3,765 3,341

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

⑫食品表示・安全機能強化事業

0 0

0

44

0

0

52,417

0

2,933

0 0

44 19

17,26317,585

2,938 1,267

54,607

0

3,341

00

0

0

0

0

17,079

0

19

56,620

0

0

1,200

0

0

0 0

88,487

0

新潟市,長岡市,上越市,三条市,柏崎市,新発田市,小千谷市,加茂市,十日町市,見附市,
村上市,糸魚川市,妙高市,五泉市,阿賀野市,佐渡市,南魚沼市,胎内市,聖籠町,出雲崎町,川
口町

佐渡市

0

18,282



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

弁護士からの相談員への助言

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

広報･啓発資材の製作・配布、学校向け配布用ビデオの作成、講演会の開催、マスコミによる情報発信 等

食品表示･安全分野の講演会のための講師謝礼及び旅費

相談窓口となる相談室の改修、相談窓口の周知･広報、相談会実施に伴う相談室の改修、備品の購入

相談室の整備（相談用机、椅子の購入）、相談室の防音改修及び環境整備、相談窓口開設日数の拡大、備品･機材の購入

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 新たに職員研修会を開催

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 消費生活相談員等の研修等参加費用

⑨消費生活相談窓口高度化事業

消費生活センターの中心市街地への移転費用、相談室の整備、相談業務用のパソコン等備品の整備、参考図書の購入等

新たに消費生活センターを開設し、それに伴う費用

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 多重債務相談会の実施、司法書士による相談会の実施、集落への直接訪問

積増し相当分

うち都道府県

0

0

千円

千円

千円

千円

52,417うち管内の市町村合計

78,393

25,976 千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

交付金相当分

⑬消費者教育・啓発活性化事業 広報･啓発資材の製作・配布、学校向け配布用ビデオの作成、講演会の開催、マスコミによる情報発信　等

相談員の増員、消費者庁創設に伴う追加業務への対応



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費 39,421

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

千円千円 0

③都道府県全体の消費者行政決算総額

-千円 0 0

0千円 0 千円 -

①都道府県の消費者行政決算

0.34

-

-

平成20年度 平成21年度

40,619 千円

千円

44,691 千円

チェック項目

-

0.40

-

-

0.36

-

123,084 千円

78,393 千円

0 千円 -

千円 153,133

千円

4,072 千円

93,036 千円

52,417 千円

千円

35,349 千円 65,397

25,976 千円

千円

千円

前年度差

30,048 千円

25,976 千円

35,349 千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

100,716

60,097

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

95,446

千円

千円52,417

60,097

千円

千円

千円 218,530

千円95,446 千円 140,137

千円

千円 78,393

430,000

13．都道府県の消費生活相談窓口

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績 相談員総数平成20年度末 相談員総数

人

21年度末実績 相談員総数 8 人

人 21年度末実績 相談員総数

平成20年度末 相談員総数 7 人

千円

相談員総数

相談員総数 8人 21年度末実績

0

千円

千円

千円

千円

430,000 千円

78,393 千円

千円

351,881

人平成20年度末 相談員総数 7

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

平成20末の基金残高（交付金相当分）

消費生活相談員の配置

平成20年度末

0 千円

274

人うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績 相談員総数平成20年度末 相談員総数



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 9うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数 8

人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 22 人 21年度末実績 相談員総数 25 人

人 21年度末実績 相談員総数うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数

①報酬の向上

処遇改善の取組 具体的内容

実施市町村及び具体的内容

人 21年度末実績 相談員総数 34平成20年度末 相談員総数 30

④その他

人

処遇改善の取組

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

研修旅費等支援

相談員１人増よる複数対応体制の整備○

①報酬の向上 ○

②研修参加支援 ○

佐渡市（月額報酬向上）、南魚沼市（時給向上）

長岡市、上越市、柏崎市、小千谷市、十日町市、見附市、村上市、佐渡市、南魚沼市（研修旅費等支援）

④その他 ○ 聖籠町（相談員新規雇用１人）

③就労環境の向上


